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第 5 章 前橋市水道事業が抱える課題 

令和５年度※水道統計及びそこから算出される業務指標を活用し、水道統計値が公表されて

いる５９の中核団体（前橋市を含む）との比較分析を行うことで、本市が現在置かれている状況

や課題を整理します。なお、ここでの中核団体とは、中核市または中核市を含む水道事業者のこ

とを指します。 

● 中核団体一覧（前橋市を含む全 59 団体） ● 

 
 

○事業運営の効率性 
浄水場は３４施設と中核団体の中でも４番目に多く、給水人口１万人あたりの浄水場数も５番

目に多い１．０３施設となっています。これを中核団体の中でも少ない職員で運用しており、職員

の施設管理の負担が大きい状況にあります。このため、さらなる業務の効率化や専門性の維持・

向上が課題となっています。 

また、漏水率は１９．５％と中核団体の中でも２番目に高く、有収率や有効率も他団体と比べて

低い状況にあります。これは飲料水の損失だけでなく、エネルギー損失や道路陥没事故のリスク、

さらには料金収入の機会損失にもつながり、経営基盤に大きな影響を与えています。このため、

漏水率の改善と有収率の向上に向けた取組を強化する必要があります。 

● 業務指標（事業運営の効率性） ● 

 

 
 

 

函館市 越谷・松伏水道企業団 豊中市 福山市
旭川市 柏市 吹田市 下関市
八戸圏域水道企業団 横須賀市 高槻市 鳥取市
青森市 富山市 枚方市 松江市
盛岡市 金沢市 寝屋川市 松山市
秋田市 福井市 東大阪市 高知市
山形市 甲府市 八尾市 久留米市
郡山市 長野市 尼崎市 長崎市
いわき市 松本市 西宮市 佐世保市
福島市 岐阜市 姫路市 大分市
水戸市 豊橋市 明石市 宮崎市
宇都宮市 岡崎市 奈良市 鹿児島市
高崎市 一宮市 和歌山市 那覇市
川口市 豊田市 倉敷市 前橋市
川越市 大津市 呉市 59団体（前橋市を含む）

前橋市 8.6 71.9 75.8 94.9 19.5 80.5 78.8

順位 (37) (18) (19) (3) (58) (58) (58)

中央値 4.1 62.9 66.8 92.5 4.4 93.7 90.8
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 目指す方向

低い方が望ましい
高い方が望ましい
どちらとも言えない

※水道統計（値） ： 日本の水道事業に関する様々なデータ（給水人口、給水普及率、給水量、料金、施設数など）を体系的にまと

めた資料のこと。これらのデータは、水道事業の現状と課題を多角的に分析するために活用される。 
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● 水道事業従事職員数 ● 

 

● 浄水場数及び給水人口 1 万人当たりの浄水場数 ● 

 

 

○インフラの健全性 
法定耐用年数超過浄水施設率は３１．０％と中核団体の中でも高く、老朽化が進行しています。

加えて、浄水施設、ポンプ所、配水池の耐震化率が低く、平常時のみならず大規模震災時におけ

る機能維持に懸念があります。 

管路については、法定耐用年数超過管路率は他団体よりも低いものの、管路の更新率は同程

度となっています。しかし、本市では令和６年度に法定耐用年数超過管路率の算出方法を見直し

た結果、同年度時点では３１．６％となり、他団体を上回る見込みです。今後、法定耐用年数を超

過する管路の増加が見込まれるため、管路更新率の向上を図り、計画的な更新を推進すること

が求められます。 
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また、管路の耐震管率は低い状況にあります。基幹管路に着目すると、本市では※耐震適合管

を用いて耐震化対策を進めてきたため、耐震適合率は他団体と同程度となっていますが、頻発・

激甚化する地震災害に備え、管路の重要度に応じた耐震化を加速させる必要があります。 

● 業務指標（インフラの健全性） ● 

 
 

○経営基盤の安定性 
料金回収率は１００％以上を維持し、他団体と同程度の水準にあります。 

しかし、将来的な経営環境は厳しさを増すことが予想されます。人口減少に伴う水需要の減少

は料金収入の減少に直結し、経営を圧迫する主要因となります。加えて、近年の資材価格・人件

費の高騰は事業運営コストを押し上げ、収益性を低下させる要因となります。さらに、老朽化し

た施設の更新や耐震化に必要な投資は今後増大する見込みであり、これらが経営に与える影響

は非常に大きいものと予想されます。 

これらの課題に対し、効率的な投資計画の策定やコスト縮減に加え、料金の見直しなどを通じ

て、持続可能な経営体制を構築することが喫緊の課題です。 
 

● 業務指標（経営基盤の安定性） ● 

 

● 物価高騰の推移 ● 

 

 

※
建設工事費デフレータ（上・工業用水道）より   

前橋市 31.0 21.5 0.62 12.7 7.4 50 12.6 10.4 51.9

順位 (54) (15) (30) (45) (52) (44) (48) (57) (31)

中央値 0 28.5 0.6 37.5 62.7 71.0 21.5 37.0 52.1

目指す方向
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※耐震適合管 ： 地震発生時においてもその機能が損なわれにくく、水の供給を継続できるような耐震性能を持つ水道管のこと。 

※建設工事費デフレータ ： 建設工事の費用を構成する要素（材料費、労務費、機械器具費など）の価格変動を総合的に捉え、基準
時点の価格に換算するための指数であり、物価変動の影響を除去し、実質的な建設投資額や工事量

の変化を把握するために用いられる。 


